建設事業の評価について

（意見具申）
平成25年2月7日

大阪府建設事業評価審議会

１　はじめに

大阪府では、平成24年11月の附属機関条例の改正に伴い、大阪府建設事業再評価監視委員会を廃止し、大阪府建設事業評価審議会が設置され、その役割も以下の通り変更された。

○審議対象にこれまでの再評価・再々評価案件に10億円以上の事前評価案件を加える。

平成24年度は、再評価案件11件、再々評価案件13件、事前評価３件の合計27件の対応方針（原案）について、審議を行った。

なお、審議にあたっては、従来どおり審議会を公開し、府民意見や意見陳述の公募を行うとともに、審議概要をホームページで公表するなど、透明性の高い審議会運営に努めた。
府営住宅建替事業については、平成24年３月に改定した「大阪府営住宅ストック総合活用計画」の説明を受け、それを踏まえて審議を行った。また、都市整備事業についても、平成24年３月に策定した「大阪府都市整備中期計画（案）」の説明を受け、それを踏まえて審議を行った。

また、過年度の審議において、国道309号（河南赤阪バイパス）道路整備事業の工区ごとの整備スケジュールおよび一般府道大阪枚岡奈良線歩道整備事業の対応方針について報告を受けた。

２　審議対象の基準

審議対象の基準は、14ページのとおりである。

３　審議結果（審議の詳細は16ページから55ページを参照）
（1） 再（再々）評価

対象事業と府の対応方針（原案）（休止・中止等の定義は13ページを参照）
	　事　業　名
	府の対応方針（原案）

	1 大阪府営和泉寺田住宅建替事業
	事業継続（一部中止）

	2 大阪府営貝塚森住宅建替事業
	中止

	3 大阪府営泉佐野東羽倉崎住宅（中層耐火地区）建替事業
	中止

	4 大阪外環状線（東大阪市）連続立体交差事業
	事業継続

	5 主要地方道 大阪和泉泉南線 交差点改良事業（山出交差点）
	事業継続

	6 一般府道 春木岸和田線 道路改良事業
	事業継続

	7 主要地方道 岸和田港塔原線 単独立体交差事業
	事業継続


	事　業　名
	府の対応方針（原案）

	8 一般府道 本堂高井田線（青谷バイパス）道路改良事業
	休止

	9 一般府道 安満前島線 道路改良事業
	事業継続

	10 主要地方道 大阪和泉泉南線（都市計画道路大阪岸和田南海線）道路改良事業
	事業継続

	11 一般府道 豊能池田線（伏尾バイパス）道路改良事業
	休止

	12 主要地方道 美原太子線（粟ヶ池工区）道路改良事業
	事業継続（一部休止）

	13 一般府道 余野茨木線（１工区）道路改良事業
	事業継続

	14 一般国道170号 西石切立体交差事業
	休止

	15 一般府道 豊能池田線（都市計画道路 止々呂美吉川線）道路改良事業
	事業継続（一部休止）

	16 谷川砂防事業
	事業継続

	17 川合裏川砂防事業
	事業継続

	18 新家地区急傾斜地崩壊対策事業
	中止

	19 原(1)地区急傾斜地崩壊対策事業
	事業継続

	20 堺泉北港泉北６区緑地整備事業
	休止

	㉑ 阪南港 阪南２区整備事業（特別会計）
	事業継続

	㉒ 大泉緑地整備事業
	事業継続


	㉓ 初谷川川西谷砂防事業
	事業継続

	㉔ 下音羽川上音羽第一支渓砂防事業
	休止


上記の24事業について審議した結果、府の対応方針（原案）は、本審議会に提出された資料と説明の範囲において、適切である。
なお、個別事業の審議における主な論点と今後の事業実施において改善・留意
すべき事項は、以下のとおりである。
1 大阪府営和泉寺田住宅建替事業
昭和39年度に建設された330戸の住宅の設備等の老朽化、居住水準や耐震性が低いことから建替える計画としていた事業である。本事業については、現地視察もあわせて行った。

本事業は、平成24年３月に改定した「大阪府営住宅ストック総合活用計画」の建替事業の方針を、「建設戸数はすでに建替事業に着手している団地も含めて、入居者の居住の安定を確保する上で必要な戸数を基本」としたことから、今後予定していた第３期２棟建替計画（54戸）を中止するとの説明を受けた。

また、これにより、事業費が事前評価時から19.6億円減少し39.5億円となったとの説明を受けた。

なお、第１期、第２期及び平成24年9月に竣工した第３期１棟建替事業により、建替え前の入居者は建替住棟に全て入居済みで、居住水準改善やバリアフリー化、耐震性の確保の事業目的は達成されていることを確認した。また、建替住棟の工事は完了しているが、進入路の復旧工事などが残っているため、府の対応方針としては、事業継続（一部中止）としたいとの提案があった。
2 大阪府営貝塚森住宅建替事業

昭和40年度に建設された502戸の住宅の設備等の老朽化、居住水準や耐震性が低いことから建替える計画としていた事業である。
本事業は、平成24年３月に改定した「大阪府営住宅ストック総合活用計画」の建替事業の方針を、「建設戸数はすでに建替事業に着手している団地も含めて、入居者の居住の安定を確保する上で必要な戸数を基本」としたことから、今後予定していた第３期、第４期の建替計画（２棟179戸）を中止したいとの提案があった。
また、これにより、事業費が事前評価時から41.1億円減少し47.4億円となったとの説明を受けた。

なお、第１期、第２期建替事業により、建替え前の入居者は建替住棟に全て入居し、居住水準改善やバリアフリー化、耐震性の確保の事業目的は達成されていることを確認した。

3 大阪府営泉佐野東羽倉崎住宅（中層耐火地区）住宅建替事業

昭和39年度に建設された住宅の設備等の老朽化、居住水準が低いことや、一部の住棟において耐震性が低いことから、470戸を建替える計画としていた事業である。

本事業は、平成24年３月に改定した「大阪府営住宅ストック総合活用計画」の建替事業の方針を、「耐震性の低いもののみ建替え対象」「建設戸数はすでに建替事業に着手している団地も含めて、入居者の居住の安定を確保する上で必要な戸数を基本」としたことから、事業を中止したいとの提案があった。
なお、耐震性の低い住棟の入居者は隣接する簡易耐火住宅地区の建替住棟への移転を完了し、耐震性の確保という事業目的は達成されていることを確認した。
また、耐震性がある住棟については、バリアフリー化に努めるとともに、計画的な修繕等により、良質なストックとして維持保全に努めるとの説明を受けた。

4 大阪外環状線（東大阪市）連続立体交差事業

城東貨物線の旅客化や「東大阪新都心整備計画」によるまちの活性化に伴い発生が予測される沿線の交通混雑を解消するためにＪＲおおさか東線を高架化するとともに、地域の生活環境及び利便性の向上を図るため側道の整備を行う事業であり、事業継続したいとの提案があった。

平成20年３月に高架化が完了し、11か所の踏切は除却され踏切遮断が解消している。側道部分に係る買収予定地２箇所のうち１箇所は収用手続き中、もう１箇所は地権者の同意が概ね得られており、平成26年度に工事完了が見込まれているとの説明を受けた。

5 主要地方道 大阪和泉泉南線 交差点改良事業（山出交差点）
泉佐野市の山出交差点において、交通渋滞の解消及び事故防止を図るため、右折レーンの設置及び歩道の拡幅整備を行う事業である。
本事業については、平成15年から用地買収のための交渉を進めてきたが、未だ地権者７名のいずれの協力も得られていない。平成20年度に、本事業の要である交差点直近の地権者から事業に協力する意向が示され、買収契約を締結するべく手続きを進めたものの不調に終わっている。しかしながら、事業の必要性に変更はないことから、事業継続したいとの提案があった。そのため、今後は、交差点直近の権利者を中心に粘り強く交渉を続けていくとの説明を受けた。ただ漫然と理解を得られるのを待つということではなく、工夫できる具体的な方法は他にないか確認したところ、他に代替案はないため、当面の間は引き続き地権者と交渉を続けていくが、一定の期間が経過しても状況が変わらないならば、その時点で方針の転換について検討したいとの説明を受けた。
6 一般府道 春木岸和田線 道路改良事業
岸和田市域における現道はカーブが多く大型車同士のすれ違いが困難な箇所があることから、バイパス整備を行う事業である。また、尾生久米田特定土地区画整理事業区域や府営蜻蛉池公園から国道170号へのアクセス道路としても位置付けされていることから、事業継続したいとの提案があった。
本事業の事業用地は98％取得済みである。残る用地の３箇所のうち２箇所は任意買収で概ね交渉を終え、１箇所は交渉と並行して収用手続きを進めており、平成25年度を完成予定としているとの説明を受けた。

7 主要地方道 岸和田港塔原線 単独立体交差事業
ＪＲ東岸和田駅周辺の交通混雑解消を図るため、ＪＲ阪和線の高架方式による立体交差化を行う事業であり、事業継続したいとの提案があった。本事業については、現地視察もあわせて行った。
本事業では、用地交渉難航等により事業進捗が遅れていたが、平成21年度に用地買収が完了しており、今後、工事進捗が図れることから、平成20年代後半を完成予定としているとの説明を受けた。
8 一般府道 本堂高井田線（青谷バイパス）道路改良事業
柏原市域の現道の狭隘部や線形不良箇所を解消し、交通の円滑化や歩行者・自転車の安全対策を図るため、バイパス整備を行う事業である。
本事業は、府の対応方針（原案）が休止とされているため、その理由と次の見直し時期を確認した。事業の必要性に変化はないが、現時点で未着手であることや、事業地の一部に地籍混乱地があり、用地買収の前提となる境界が確定できていないことから用地買収までに相当な期間を要することが予想されている。こうしたことから、早期に効果を発現できる目途がたたないため休止しているが、「財政構造改革プラン（案）」の計画期間が終了する平成25年度末までに、「大阪府都市整備中期計画（案）」を見直す予定であり、これにあわせ本事業実施の判断を検討するとの説明を受けた。
9 一般府道 安満前島線　道路改良事業
高槻市域で事業中の都市計画道路十三高槻線の整備を推進するため、現道の車道の拡幅ならびに歩道の整備を行う事業である。また、都市計画道路十三高槻線は平成30年度の供用を目途に整備を進めているが、一部用地取得の困難な箇所があり、工事用車両の進入に支障を来している。このため、本路線を新たに工事用車両等の進入路として活用し、早期に整備を図る必要があることから、事業継続したいとの提案があった。
本事業は、事前評価時から事業費が1.3億円減少しているが、これは早期に効果を発現するため、都市計画道路十三高槻線（国道170号（高槻東道路））交差部及び西側の重点整備に変更したとの説明を受けた。
評価調書に費用便益比が記載されていないため、理由を確認したところ、本事業は、車線数の増加を伴わない現道拡幅及び歩道設置であり、このように、自転車や歩行者の安全確保を主な目的とし、車両の走行時間短縮等に直接つながらない事業においては、費用便益分析の手法が確立されていないためという説明を受けた。また、仮に、国土交通省の費用便益分析マニュアルを適用して費用便益比を算出すると、「走行時間短縮便益」「走行経費減少便益」「事故減少便益」のいずれの便益も極めて小さくなることが多いことから、この手法では事業の妥当性を評価することは難しいと考えているとの説明を受けた。
10 主要地方道 大阪和泉泉南線（都市計画道路大阪岸和田南海線）道路改良事業
熊取町域の国道170号の交通渋滞を解消するため現道のバイパス整備を行う事業であり、事業継続したいとの提案があった。
本事業では、「財政再建プログラム（案）」による公共事業費削減のため、平成20年度以降一時休止したが、本年度より再開したとの説明を受けた。また、早期に整備効果を発現するため、片側歩道整備に変更することで平成18年度の再評価時から事業費を７億円減額し、前回評価時の平成27年度から２年前倒しして25年度までに供用を図る見込みであるとの説明を受けた。
11 一般府道 豊能池田線（伏尾バイパス）道路改良事業
池田市域の現道の道路線形の不良区間の解消を図るため、バイパス整備を行う事業である。
本事業は、府の対応方針（原案）が休止とされているため、その理由と次の見直し時期を確認した。残事業費が大きいことや用地買収に課題があるため、早期に効果を発現できる見込みがないとの説明を受けた。また、平成19年５月の箕面グリーンロードの開通に伴い、大型車の交通量、混入率などが減少し、交通の円滑化や歩行者等の安全性に改善傾向がみられることから、今後、箕面森町の開発状況や平成28年度開通予定の新名神高速道路の供用後の交通状況を踏まえ、計画を見直す必要があるとの説明を受けた。
12 主要地方道 美原太子線（粟ヶ池工区）道路改良事業
富田林市域の現道の美原太子線等の周辺道路の交通渋滞の解消を図るため、バイパス整備ならびに近鉄長野線の鉄道高架による立体交差化を行う事業である。
本事業については、用地買収は概ね終えており、平面道路整備については約70％工事が進捗している。そのため、事業継続とするが、鉄道高架による立体交差化については、今後、鉄道事業者等とコスト縮減の可能性などについて検討を進め、事業の実施判断を見極める必要があるため、休止するとの説明を受けた。したがって、府の対応方針（原案）としては、事業継続（一部休止）としたいとの提案があった。

13 一般府道 余野茨木線（１工区）道路改良事業

茨木市域において、歩行者等の安全確保を図るため、車道の拡幅ならびに歩道整備を行う事業である。
本事業は、「財政再建プログラム（案）」による公共事業費削減のため、平成20年度以降一時休止したことに伴い、前回評価時から完成時期が４年遅れているが、本年度より再開（事業継続）したいとの提案があった。早期に整備効果を発現するため、片側のみの歩道設置とする計画に変更し事業費を5.6億円削減しており、平成26年度までに供用を図る見込みであるとの説明を受けた。
14 一般国道170号 西石切立体交差事業
東大阪市域の国道170号の慢性的な交通渋滞を解消するため、国道170号をアンダーパス形式による立体交差を行う事業である。
本事業は、府の対応方針（原案）が休止とされているため、その理由と次の見直し時期を確認した。

平成22年５月の暫定平面交差での供用開始後、一定の渋滞緩和が図られており、今後、大阪瓢箪山線事業が完了する平成28年度以降に周辺の交通状況を検証し、事業実施の判断について見極める必要があるため、事業を休止したいとの提案があった。
15 一般府道 豊能池田線（都市計画道路　止々呂美吉川線）道路改良事業
箕面市域において、箕面有料道路、箕面森町、新名神高速道路へのアクセス道路として、新設道路の整備および現道の拡幅を行う事業である。
本事業については、国道423号との重複区間は、用地は取得済みで、本格工事に着手していることや、新名神高速道路の供用に合わせて平成28年度の完成を目標にしていることから、事業継続とするとの説明を受けた。しかし、箕面森町区間は、平成24年度の箕面森町第３区域の事業実施の方針決定後に整備計画について検討するため、事業を休止するとの説明を受けた。したがって、府の対応方針（原案）としては、事業継続（一部休止）としたいとの提案があった。
16 谷川砂防事業
人家等に直接的に土砂災害を及ぼす恐れのある渓流について、府民の生命・財産を守るため、砂防施設の整備を行う事業であり、事業継続したいとの提案があった。
本事業については、独立行政法人都市再生機構が進めている彩都開発の関連事業として、国と独立行政法人都市再生機構が事業費を２分の１ずつ負担し、府が実施する事業であるとの説明を受けた。

事業費は、前回評価時から0.6億円減少しているが、これは断面形状の変更に伴い用地費及び工事費ともに減額となったとの説明を受けた。
事業用地の取得に際して、地権者と隣接地権者の一部の間で用地境界に関する主張が異なることから、境界の確定に日数を要していた。しかし、現時点で概ね了解が得られており、今年度上半期までには用地境界を確定し、今年度中に用地取得を行う見込みであるとの説明を受けた。また、工事施工については、地元地権者の了解が得られていることから、平成27年度までの完成を予定しているとの説明を受けた。
17 川合裏川砂防事業
人家等に直接的に土砂災害を及ぼす恐れのある渓流について、府民の生命・財産を守るため、砂防施設の整備を行う事業であり、事業継続したいとの提案があった。
本事業については、独立行政法人都市再生機構が進めている彩都開発の関連事業として、国と独立行政法人都市再生機構が事業費を２分の１ずつ負担し、府が実施する事業であるとの説明を受けた。

事業費は、前回評価時から2.6億円増加しているが、これは設計時における想定地質と現地の差異により掘削費用が増額したとの説明を受けた。

用地は全て取得済みであり、工事は概ね完了している。残っている掘削法面の保護工事及び管理用通路の舗装工事は平成25年度までに終える予定であるとの説明を受けた。
18 新家地区急傾斜地崩壊対策事業
傾斜30度以上、高さ５ｍ以上のがけ崩れの恐れのある急傾斜地において、府民の生命・財産を守るため、急傾斜地崩壊対策施設の整備を行う事業である。
府の対応方針（原案）が中止となっており、その理由を確認した。急傾斜地崩壊対策事業は要望を前提としている事業であり、本事業では、地元市を通じて要望があったが、実際に実施しようとしたところ、一部の斜面所有者から、対策施設整備に関する「無償借地」及び「急傾斜地崩壊危険区域指定」への同意を得られないため、その状況が変わらない限り実施できないとの説明を受けた。
19 原(1)地区急傾斜地崩壊対策事業
傾斜30度以上、高さ５ｍ以上のがけ崩れの恐れのある急傾斜地において、府民の生命・財産を守るため、急傾斜地崩壊対策施設の整備を行う事業であり、事業継続したいとの提案があった。
本事業の事業費は前回評価時から4.9億円増加しているが、これは、事前評価時から全体計画延長920ｍ及び事業費9.9億円とすべきところを、それぞれ第一期分のみとしていたことや、また、平成19年度の再評価時点においては、延長については第二期分を加えていたが、事業費は第一期分のみとしていたためとの説明を受けた。

また、工事用進入路が１箇所しか確保できず、当初の想定よりも８年遅れていたが、地元地権者の工事に対する理解や協力も得られ、平成28年度の完了を予定しているとの説明を受けた。

なお、本事業の事前評価時及び前回評価時において、事業費が第一期分しか示されておらず、費用便益比の算出上も、第一期分の費用しか計上していないという問題があり、今回修正されたものの、今後、このようなことのないよう、事前評価時から、正確な内容の資料を提示するよう、強く要望する。
20 堺泉北港泉北６区緑地整備事業
港湾開発に伴う環境保全の一環として、先端緑地、助松緑道で形成される緑地９haの整備を行う事業である。本事業については、現地視察もあわせて行った。
本事業は、府の対応方針（原案）が休止とされているため、その理由と次の見直し時期を確認した。事業の必要性については変化がないが、「大阪府都市整備中期計画（案）」に基づき、物流対策や防災対策への重点化に伴い、本事業を休止することとし、重点化事業の一つである津波高潮事業が進捗する５年後を目途に、計画の見直し及び事業再開を検討する予定であるとの説明を受けた。
㉑ 阪南港　阪南２区整備事業（特別会計）

港湾物流機能の強化・拡充や背後市街地の住工混在地域の環境改善などを図るため、埋立により造成し、基盤整備を行う事業であり、事業継続したいとの提案があった。
本事業については、事業費は前回評価時から約31億円減少しているが、これは、企業ニーズや警察協議に基づく区画道路の見直しやそれに伴う供給施設等のインフラ整備の見直し（約12億円減額）、事務費・人件費の増加（約16億円増額）、償還期間の見直しに伴う金利等の減額（約20億円減額）、国有資産等所在市町村交付金（固定資産税相当分）の交付単価見直し及び対象範囲の縮小による減額（約15億円減額）によるものであるとの説明を受けた。

今後の進捗見通しについては、埋立およびインフラ整備を終えている用地のうち97.9％は操業または企業進出が決定しているとの説明を受けた。また、公共事業の減少や公共工事間流用の推進により、残土等の発生量が減少し、竣功期間が7年遅れているものの、未造成地については平成31年度に埋立を竣功する予定である。その後、企業の進出意向や希望面積等を把握し、最短では平成32～33年度にインフラ整備、平成34～35年度に道路整備等を実施し、平成35年度末に事業を完了する予定であることについて説明を受けた。
㉒ 大泉緑地整備事業
市街地に広い森林を積極的に創出するとともに、広域避難地及び後方支援活動拠点に位置付けられていることから、防災公園としての整備を進める事業であり、事業継続したいとの提案があった。
今後の進捗見通しについては、未買収地の買収見込みは平成26年から平成28年頃を予定しており、工事を平成30年度までに終える予定であるとの説明を受けた。
㉓ 初谷川川西谷砂防事業
人家等に直接的に土砂災害を及ぼす恐れのある渓流について、府民の生命・財産を守るため、砂防施設の整備を行う事業であり、事業継続したいとの提案があった。
本事業については、用地境界確定に必要な測量面積が６ha存在し、その境界の確定に時間を要していたが、今年度中に完了する見込みであることや、用地の取得については、地権者から同意を得ているため境界確定次第、取得できる見込みであるとの説明を受けた。また、工事については、進入路の設置予定箇所は受益者である豊能町が所有し、特に問題なく進めることが可能であるため、平成28年度の完成を見込んでいるとの説明を受けた。
㉔ 下音羽川上音羽第一支渓砂防事業
人家等に直接的に土砂災害を及ぼす恐れのある渓流について、府民の生命・財産を守るため、砂防施設の整備を行う事業である。
本事業は、府の対応方針（原案）が休止とされているため、その理由と次の見直し時期を確認した。

地権者の相続人の所在の確認に時間を要しており、用地取得の見込みが立っていないとの説明を受けた。「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会の提言に基づく対策実施個所の更なる重点化においても、当面の対策見送り箇所に該当するため、府の対応方針（原案）は休止とし、「大阪府都市整備中期計画（案）」の後継計画策定予定時である平成33年度に、本事業実施の判断を行うこととするとの説明を受けた。ただし、５年後の平成29年度には再々評価の対象となる。
（２）事前評価

対象事業と府の対応方針（原案）

	事　業　名
	府の対応方針（原案）

	㉕ 阪急京都線（摂津市駅付近）連続立体交差事業
	事業実施

	㉖ 都市計画道路三国塚口線街路事業
	事業実施

	㉗ 動物愛護管理センター（仮称）整備事業
	事業実施


上記の３事業について審議した結果、府の対応方針（原案）は、本審議会に提出された資料と説明の範囲において、適切である。
なお、個別事業の審議における主な論点と今後の事業実施において改善・留意

すべき事項は、以下のとおりである。

㉕ 阪急京都線（摂津市駅付近）連続立体交差事業
阪急京都線（摂津市駅付近）を連続立体交差化し、側道を整備する事業である。事業区間は阪急京都線の摂津市と茨木市に跨る延長2.1㎞である。列車運行本数が多いため、踏切遮断時間も長く、除却対象の踏切５箇所のうち、４箇所は、ピーク時には１時間当たり遮断時間が30分を超えるなど、慢性的な交通渋滞を引き起こしている。そのため、連続立体交差化や側道の整備により、踏切事故の解消や沿線の交通渋滞を緩和するとともに、鉄道により分断されていた地域の連携強化を図るものである。

総事業費375億円の負担の内訳は国192億円、大阪府100億円、地元市57億円、鉄道事業者26億円で、平成45年度の完成を予定しているとの説明を受けた。

本事業の代替手法として、鉄道の地下化及び道路オーバーパスとの比較検討を行ったところ、地下化については、地下埋設物や河川等が支障になることから困難であるとの説明を受けた。道路オーバーパスについては、連続立体交差事業と同程度のコストとなるが、新たな地域分断が生じること、高架橋直近の交通に制約がかかること、歩行者等の上下移動の負担が生じることから、連続立体交差化が最適であると判断したとの説明を受けた。
㉖ 都市計画道路三国塚口線街路事業
大規模地震時や大火時の避難路や延焼遮断帯の機能を有する防災環境軸としての役割を担い、広域緊急交通路を補完する道路として防災機能を向上するとともに、交通の円滑化や交通安全対策を図るため、現道を４車線に拡幅し、右折レーン・自転車歩行者道を設置する事業である。
事業延長は1.0km、総事業費は77.8億円で、その負担内訳は国42.8億円、大阪府35億円となっており、平成35年度の完成を予定している。また、都市計画道路穂積菰江線との交差点付近の220ｍ区間については、平成19年度に事前評価済みであり、平成24年度末に暫定２車線で完成予定であるとの説明を受けた。

代替手法として、バイパス整備及び歩道拡幅との比較検討を行ったところ、バイパス整備については、周辺が市街化していることから困難であり、密集市街地対策として当該区間での施行が必要であるとの説明を受けた。また、将来の山手幹線（兵庫県内の都市計画道路）からの接続に際し、都市計画幅員の４車線整備が必要であり、歩道拡幅のみでは流入交通の対応ができないことから、現計画が最適であるとの説明を受けた。

㉗ 動物愛護管理センター（仮称）整備事業

動物収容能力の向上や飼育環境の改善、動物愛護精神の普及啓発を図ることにより、引取り数の削減と譲渡を推進し殺処分ゼロを目指すため、狭隘で老朽化している現施設を廃止し動物愛護管理センター（仮称）を整備する事業である。
事業内容は、鉄筋コンクリート造２階建ての愛護啓発・事務管理棟と動物愛護収容・措置棟による施設学習型ゾーン、ドッグラン・イベント広場による自然活用型ゾーン、施設建設予定地に存する既存農地の代替農地等の整備である。総事業費は20億円で、平成28年度に供用開始予定であるとの説明を受けた。
事業効果について確認したところ、収容能力の向上や飼育環境の改善により動物の譲渡を推進すること等について説明を受けたが、譲渡頭数や啓発事業への参加者数の目標値が過大であると考えられるので、現実的な数値を提示するよう求めた。

その後、近隣府県の施設や既存の府施設における実績等を参考とした目標値が提示されたが、供用後は、その数値が達成できるよう努めること、また、達成状況についても随時点検していくよう求めた。
４　報告案件

国道309号（河南赤阪バイパス）道路整備事業については、平成20年度の再評価案件として審議を行った。その際、「事業実施は妥当」と判断していたが、残るⅠ期区間の４車線化、Ⅱ期及びⅢ期区間の整備については、府の財政状況を踏まえ事業スケジュールを見極めた上で、報告することとなっていた。
平成24年３月に策定した「大阪府都市整備中期計画（案）」の方針に基づき、Ⅲ期区間を休止することで36億円のコスト縮減を図り、Ⅰ・Ⅱ期区間については継続（再開）するとの説明を受けた。

Ⅰ期区間については平成24年度に４車線化に着手し完成する予定で、Ⅱ期区間は平成24年度に着手し平成20年代後半に完成する予定、Ⅲ期区間はⅡ期区間開通後の交通状況を踏まえ、事業再開の判断を見極めるとの説明を受けた。

次に、一般府道大阪枚岡奈良線歩道整備事業については、平成22年度の再評価案件として審議を行っており、府の対応方針（原案）は「財政再建プログラム（案）」の方針に基づき「休止」として提示していたが、「早期に事業を再開すべきである」との意見が出されていたものである。

平成24年３月に策定した「大阪府都市整備中期計画（案）」の方針に基づき、本事業は、両側歩道整備から片側歩道整備に見直すことにより３億円の縮減を図り、事業を継続（再開）するとの説明を受けた。

５　結び
平成24年11月の附属機関条例の改正に伴い、大阪府建設事業再評価監視委員会を廃止し、大阪府建設事業評価審議会が設置され、審議対象にこれまでの再評価・再々評価案件に総事業費10億円以上の事前評価案件を加えることとなった。

なお、本審議会の目的は、建設事業の効率性及び実施過程の透明性の一層の向上を図ることであり、この目的には変更はない。
今回の審議では、府の対応方針（原案）で休止とされている案件が７件あり、審議会としては、次回の実施判断時期及び理由を確認し審議を行った。

審議にあたり、いくつかの事業については、上位計画や関連する計画における位置づけについて丁寧に説明されたが、これは事業を理解する上で、非常に有効であった。今後も、可能な限り、上位計画等における位置づけについて説明するよう努められたい。

また、今回の審議で、前回評価時に提示された資料の事業費が一部しか計上されていなかったことが明らかになった事業や、費用便益比の算出に誤りがあったとして修正された事業があったが、今後は、当初から正確かつ十分な資料を提示するよう、強く要望する。

さらに、費用便益比の算出に係る詳細資料についても、審議会の中で、必要に応じ随時閲覧できるよう準備されたい。
府の対応方針（原案）の定義
	府の対応方針（原案）
	定　　義

	事業継続
	事業を継続するもの。

	事業継続（一部休止）
	事業全体としては継続するが、一部について休止し、休止部分については一定期間後に再開等について見直しを行うもの。

	事業継続（一部中止）
	事業全体としては継続するが、一部を中止するもの。

	休　　止
	事業を休止し、一定期間後に再開等について見直しを行うもの。

	中　　止
	事業を中止するもの。


建設事業評価審議会の審議対象基準
	類型
	対象基準
	評価の視点

	事前評価
	府が新たに実施予定の建設事業のうち総事業費が10億円以上と見込まれるもの
	・上位計画等の位置付け

・優先度

・事業を巡る社会経済情勢

・事業効果の定量的分析

（費用便益分析等）

・事業効果の定性的分析

・自然環境等への影響と対策

・代替案との比較検討　など

	再評価
	府が実施する建設事業のうち次のいずれかに該当する事業
・事業採択後又は着工準備採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
・事業採択後10年間（事業実施期間が５年以内の事業で大幅に伸びる見込みの事業については、事業採択後５年間）を経過した時点で継続中の事業

・事業計画又は総事業費の大幅な変更、社会経済情勢の急激な変化等により評価の必要が生じた事業

　〔事業計画又は総事業費の大幅な変更〕
　　①事業を中止、休止（休止後の再開を含む）する場合

　　②総事業費が３割以上（総事業費が10億円未満の事業は３億円以上）増減する場合

　　③その他、事業計画を大きく変更する場合
	・事業の進捗状況
・事業を巡る社会経済情勢

の変化
・事業効果の定量的分析
（費用便益分析等）
・事業効果の定性的分析
・自然環境等への影響と対　　　

　策

など

	(再々評価)
	府が実施する事業のうち再評価実施後、一定期間（５年）が経過している事業
	


平成24年度　開催状況

	年　月　日
	開　催　内　容

	平成24年6月11日
	第１回

事業概要説明

	平成24年6月21日
	第２回

事業概要説明

個別事業審議

	平成24年7月9日
	第３回

事業概要説明

個別事業審議

	平成24年7月20日
	第４回

事業概要説明

個別事業審議

	平成24年8月27日
	第５回

事業概要説明

個別事業審議

	平成24年11月21日

22日
	現地視察

岸和田港塔原線

和泉寺田住宅

堺泉北港泉北６区

	平成24年11月30日
	第６回

　事業概要説明

　個別事業審議


	平成24年12月14日


	第７回

　事業概要説明

個別事業審議

意見具申（素案）の審議

	平成25年1月17日


	第８回
　個別事業審議

意見具申の取りまとめ


※第１回から第５回については、大阪府建設事業再評価監視委員会として開催
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	うえおか　のりこ
　　上岡　典子
	（有）ULAN環境工房　代表

	
	　　うすだ　 ともこ
　　碓田　智子　　
	
　　大阪教育大学教育学部　教授

	
	　　おおはま

　　大濱　しのぶ　　
	
　　関西学院大学法学部　教授

	
	たたの　 　　ひろかず
○　多々納　裕一
	
　　京都大学防災研究所 教授

	
	　　どい　 　 としき
　　土居　年樹
	
　　天神橋三丁目商店街振興組合 理事長

	
	　　なじま　 かずひさ
　　南島　和久
	
　　神戸学院大学法学部　准教授

	
	　　ほしの　 さとし
◎　星野　敏　
	
　　京都大学大学院地球環境学堂　教授

	
	　　みずたに じゅん
　　水谷　淳
	
　　大阪商業大学経済学部　准教授


　
　（敬称略・50音順）◎：会長　○：会長代理


審議会の審議概要等の資料については、府のホームページに掲載しています。


（http://www.pref.osaka.jp/gyokaku/kensetsu-pro/index.html）


また、府政情報センター、事務局（行政改革課）に備え付けています。
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